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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 第65期中、第66期中、第65期及び第66期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株

式がないため、記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (百万円) 33,819 33,552 34,538 70,378 66,613

経常利益 (百万円) 684 555 323 1,523 1,365

中間(当期)純利益 (百万円) 68 62 212 172 236

純資産額 (百万円) 1,317 1,463 1,996 1,395 1,724

総資産額 (百万円) 47,077 49,517 49,130 50,444 49,391

１株当たり純資産額 (円) 50.71 56.32 75.43 53.72 66.40

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 2.64 2.42 8.15 6.63 9.10

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 7.21 ― ―

自己資本比率 (％) 2.8 3.0 4.1 2.8 3.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,559 2,536 △1,920 418 5,078

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 438 83 4 620 456

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,654 △1,840 1,240 △951 △4,883

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 2,340 2,673 1,871 1,893 2,546

従業員数 (人) 635 583 565 587 574



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益、潜

在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の記載を省略しております。 

  

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (百万円) 33,359 33,347 34,196 69,689 66,197

経常利益 (百万円) 680 546 302 1,508 1,313

中間(当期)純利益 (百万円) 68 54 201 162 201

資本金 (百万円) 582 582 582 582 582

発行済株式総数 (株) 26,800,000 26,800,000 26,800,031 26,800,000 26,800,000

純資産額 (百万円) 1,471 1,598 2,094 1,539 1,833

総資産額 (百万円) 46,497 49,432 48,633 50,069 48,932

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 0.00 0.00

自己資本比率 (％) 3.2 3.2 4.3 3.1 3.7

従業員数 (人) 617 560 509 568 523



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。なお、このうち正社員数は428人であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当連結会社（当社及び当社の連結子会社）において労働組合は結成されておりません。また、労使関

係について特に記載すべき事項はありません。 

区分 従業員数(人)

建設事業 564

不動産事業等 1

合計 565

従業員数(人) 509



第２ 【事業の状況】 

「第２ 事業の状況」における各項目の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費が緩やかに増加し、設備投資も企業収益の改善

や需要の増加等を受けて増加するなど、景気は回復してまいりました。 

主たる事業である建設業界におきましては、民間工事は増加を続けましたが、官公庁工事は引き続き

減少を続け受注競争が激化して受注環境は更に厳しい状況となりました。 

このような状況の下で当社グループは、総力を挙げて受注の確保に注力した結果、受注高及び売上高

は前年同期を上回ることが出来ましたが、経常利益は前年同期を下回りました。 

連結受注高につきましては、前年同期比25.5％増の409億円余となりました。 

連結の売上高につきましては、建設事業におきまして344億円余となり、不動産事業等売上高を含め

た売上高合計は、前年同期比2.9％増の345億円余となりました。 

利益につきましては、競争激化による工事採算悪化のため連結経常利益は前年同期比41.8％減の３億

円余となりましたが、連結中間純利益は、前年同期比237％増の２億円余となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローにつきましては、売上債権の増加等により営業活動による

キャッシュ・フローは19億円余の減少（前中間連結会計期間は25億円余の増加）となりました。有形固

定資産の売却等により投資活動によるキャッシュ・フローは４百万円余の増加（前中間連結会計期間は

83百万円余の増加）となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、平成18年３月27日に新株予

約権付社債15億円を発行したことなどにより12億円余の増加（前中間連結会計期間は18億円余の減少）

となりました。その結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は18億円余（前中間連結会計期間末は26

億円余）となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

  

 
  

(2) 売上実績 

  

 
(注) １ 当連結企業集団では建設事業以外は受注生産を行っておりません。 

２ 当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。 

  

なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。 

建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額

を含みます。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。 

２ 期末繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものです。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致します。 

  

区分

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

(百万円)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

(百万円)

建設事業 32,663 40,982

不動産事業等 ― ―

合計 32,663 40,982

区分

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

(百万円)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

(百万円)

建設事業 33,482 34,470

不動産事業等 70 68

合計 33,552 34,538

期別 工事別
期首繰越 
工事高 
(百万円)

期中受注
工事高 
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高 
(百万円)

期末繰越工事高
期中
施工高 
(百万円)

手持
工事高 
(百万円)

手持工事高 
うち施工高

(％) (百万円)

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

建築 36,731 25,264 61,996 24,131 37,864 0.5 195 23,991

土木 11,679 7,206 18,885 9,153 9,732 0.3 25 9,108

計 48,411 32,470 80,882 33,284 47,597 0.5 220 33,099

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

建築 41,535 32,497 74,032 27,292 46,740 0.4 174 27,070

土木 8,683 8,218 16,902 6,840 10,061 0.6 59 6,894

計 50,218 40,715 90,934 34,132 56,801 0.4 233 33,964

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

建築 36,731 55,109 91,841 50,306 41,535 1.0 395 50,367

土木 11,679 12,783 24,462 15,778 8,683 0.1 5 15,714

計 48,411 67,892 116,304 66,085 50,218 0.8 401 66,081



② 完成工事高 

  

 
(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

 前中間会計期間の完成工事のうち請負金額10億円以上の主なもの 

 
  

 当中間会計期間の完成工事のうち請負金額５億円以上の主なもの 

 
  

２ 前中間会計期間及び当中間会計期間ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありませ

ん。 

  

③ 手持工事高(平成18年６月30日現在) 

  

 
(注) 手持工事のうち請負金額７億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

 
  

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

建築工事 2,885 21,245 24,131

土木工事 6,785 2,367 9,153

計 9,671 23,612 33,284

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

建築工事 2,515 24,776 27,292

土木工事 5,016 1,823 6,840

計 7,532 26,600 34,132

藤和不動産㈱ 
㈱エス・ディー・マネジメント

グランノア和泉多摩川新築工事

社会福祉法人神戸老人ホーム 特別養護老人ホーム友愛苑整備工事

㈱リクルートコスモス (仮称)コスモ垂水旭が丘新築工事

関電産業㈱ 
野村不動産㈱

(仮称)豊中服部マンション建設工事

日本道路公団 高知自動車道(四車線化)一の瀬第一トンネル工事

アーバンライフ㈱ 
住金興産㈱

レピア東山神宮道アーバンライフ新築工事

(医)博愛会村田内科医院 葛城介護老人保健施設新築工事

三交不動産㈱ (仮称)サンマンションドゥーシェ茨木舟木町新築工事

藤和不動産㈱ 
㈱エス・ディー・マネジメント

(仮称)藤和シティホームズ岡崎戸崎新築工事

武庫川あおぞらのまち住宅 
管理組合

武庫川あおぞらのまち住宅大規模修繕工事

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

建築工事 2,834 43,906 46,740

土木工事 8,103 1,957 10,061

計 10,937 45,863 56,801

総合地所㈱ 

平和不動産㈱
(仮称)さいたま市浦和区上木崎２丁目計画 平成19年３月完成予定

近鉄不動産㈱ 

藤和不動産㈱
(仮称)大和郡山柳町集合住宅 平成19年１月完成予定

医療法人社団田北会 医療法人田北会 田北病院増改築工事 平成19年11月完成予定

最高裁判所 広島高裁岡山支部・岡山地家簡裁庁舎新営建築工事 平成19年３月完成予定

西日本高速道路㈱ 四国横断自動車道 新屋敷トンネル工事 平成20年５月完成予定



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

(建設事業) 

当社の研究開発活動は、技術力の向上と社会貢献を目標として応用技術に主力を置き、全社的な施工体

制の強化と積極的な技術提案を目指して取り組んでおります。 

さらに、研究開発活動の拡大と効率化を図るため、国土交通省との共同研究をはじめ、大学、研究機

関、異業種企業との共同開発や技術提携にも力を傾注しております。 

当中間連結会計期間は、生産の合理化と耐震性の向上、品質の確保ならびに環境対策と性能保証に向け

た技術力の整備に主眼を置いた研究開発活動を行い、研究開発費として11百万円を投入しました。 

なお、当中間連結会計期間における主な研究開発活動は以下のとおりです。 

１ 高耐久高品位ハウジングシステムに関する研究開発と実用化 

２ 高層鉄筋コンクリート造構工法に関する研究開発と実用化 

３ 混合構造・免震構造・制振構法の実用化 

４ ＡＨＥＤ―ＲＣＳの実用化 

５ ＳＰＬＩＴ工法の実用化 

６ ＡＴＯＭｉＫ合成壁の実用化 

７ 耐震補強技術の研究開発と実用化 

８ 新補強土工法の研究開発と実用化 

９ 建設廃材の再資源化と有効利用に関する研究開発と実用化 

10 屋上緑化・壁面緑化の実用化 

なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われておりません。 

(不動産事業等) 

研究開発活動は特段行われておりません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年９月１日以降の新株予約権の行使により発行されたものは含まれておりま

せん。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 81,650,000

計 81,650,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 26,800,031 27,097,755

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 26,800,031 27,097,755 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権付社債 

平成13年改正旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次の第１回無担保転

換社債型新株予約権付社債（平成18年３月27日発行）であります。 

中間会計期間末現在
(平成18年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日)

新株予約権の数(個) 28 26

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 8,206,330 (注)１ 7,462,686 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり170.6 (注)2,3,5 １株当たり174.2 (注)2,3,5

新株予約権の行使期間
平成18年３月28日～
平成20年３月26日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  170.6
資本組入額  86.0

発行価格  174.2 
資本組入額  88.0

新株予約権の行使の条件

当社が株式交換または株式移転
により他の会社の完全子会社とな
ることを当社の株主総会で決議し
た場合、もしくは本新株予約権付
社債の発行後、繰上償還を選択し
た場合により本社債を繰上償還す
る場合または当社が本社債につき
期限の利益を喪失した場合には、
償還日または期限の利益の喪失日
以後、本新株予約権を行使するこ
とはできません。
本新株予約権付社債の社債権者
の請求により本社債の全部または
一部を繰上償還する場合には、本
新株予約権付社債券が償還金支払
場所に到着したとき以後、本新株
予約権を行使することはできませ
ん。
また、各本新株予約権の一部行
使はできません。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は、平成13
年改正旧商法第341条ノ２第４項
の定めにより本社債と本新株予約
権のうち一方のみを譲渡すること
はできません。

同左

代用払込みに関する事項 (注)６ 同左

新株予約権付社債の残高(百万円) 1,400 1,300

(注) １ 本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式を新たに発効またはこれに代えて当社の有する当社
普通株式を移転（以下、当社普通株式の発行または移転を「交付」という。）する数は、行使請求に係
る社債の発行価額の総額を(注)２の転換価額（ただし、(注)３または(注)４によって修正または調整さ
れた場合は修正後または調整後の転換価額）で除して得られる最大整数（算出された当該最大整数を以
下「交付株式数」という。）とします。この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現
金による調整は行いません。

２ 本新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額と同額とします。また、本新
株予約権の行使に際して払込をなすべき１株当たりの額（以下「転換価額」という。）は、当初243円と
します。

３ 転換価額の修正

本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金曜日（ただし、初回は平成18年３月28日とする。）（以下
「決定日」という。）の３取引日以降、転換価額は、決定日まで（当日を含む。）の3連続取引日（ただ
し、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの３連続取引日
とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引
の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、
その小数第２位を切り捨てます。以下「決定日価額」という。）に修正されます。
なお、時価算定期間内に(注)４で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後の転換価額
は、本新株予約権付社債の社債要項に従い当社が適当と判断する値に調整されます。
ただし、かかる算出の結果、決定日価額が122円（以下「下限転換価額」という。ただし、(注)４によ
る調整を受ける。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とし、決定日価額が365円（以
下「上限転換価額」という。ただし、(注)４による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後の転換
価額は上限転換価額とします。



 

４ 転換価額の調整
(1) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を生
じる場合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）
をもって転換価額を調整します。

 

新発行・
×
１株当たりの

既発行株式数 ＋
処分株式数 発行・処分価額

調整後
＝
調整前

×
時価

転換価額 転換価額 既発行株式数＋新発行・処分株式数

(2) 転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適
用時期については、次に定めるところによります。

① 本項第(4)号②に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通株式を発行または処
分する場合。ただし、当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交
付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使による場合
を除きます。調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合は
その日の翌日以降これを適用します。

② 株式分割により普通株式を発行する場合。
調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用します。ただし、配当可能
利益から資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式分割により普通株式を発行する旨取締
役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株
式分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入れの決
議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用します。
なお、上記ただし書きの場合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の
資本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなしたものに対しては、次の算出方法に
より、当社普通株式を交付するものとし、株券の交付については、行使請求の効力発生後すみやかに株
券を交付します。ただし、単元未満株式については株券を交付しません。

（調整前転換価額－調整後転換価額） ×
調整前転換価額により

株式数 ＝
当該期間内に交付された株式数

調整後転換価額

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行いません。

③ 本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換される証券もしくは転換でき
る証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合。

調整後の転換価額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転
換価額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出す
るものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発効日）の翌日以降これを適用しま
す。ただし、その証券の募集のための株主割当当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用しま
す。

(3) 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にとどまる限
りは、転換価額の調整はこれを行いません。ただし、この差額相当額は、その後転換価額の調整を必要と
する事由が発生した場合に算出される調整後転換価額にそのつど算入します。

(4) ① 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てます。

② 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日（ただし、本項第(2)号②ただし
書の場合は株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の株式会
社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引のの毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値と
します。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てます。
③ 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日が
ない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、
当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とします。また、本項第(2)号②の場合に
は、転換価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、株主割当日における当社の有する当社普通株
式に割り当てられる当社普通株式数を含まないものとします。

(5) 本項第(2)号の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な転換
価額の調整を行います。

① 株式の合併、資本の減少、平成13年改正旧商法第373条に定められた新設分割、平成13年改正旧商法
第374条ノ16に定められた吸収分割、または合併のために転換価額の調整を必要とするとき。

② その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と
するとき。

③ 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出
にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

５ (注)３または(注)４により転換価額の修正または調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりそ
の旨ならびにその事由、修正前または調整前の転換価額、修正後または調整後の転換価額及びその適用の
日その他必要な事項を本新株予約権付社債の社債権者に通知します。ただし、(注)４第(2)号②ただし書
に示される株式分割の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の
日以降すみやかにこれを行います。
６ 平成13年改正旧商法第341条の３第１項第７号及び第８号により、本新株予約権を行使したときは本社
債の全額の償還に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする旨の請求
があったものとみなし、かつ当該請求に基づく払込があったものとします。



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) １ 新株予約権の行使による増加であります。 

２ 平成18年７月１日から平成18年８月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が297,724

株、資本金が24百万円、資本準備金が23百万円増加しました。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式326千株(1.22％)があります。 

２ 新井組共栄会は当社取引先持株会です。 

３ 新井組新友会は当社従業員の互助会です。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年１月１日～ 
平成18年６月30日 
（注）１

31 26,800,031 0 582 0 282

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社鴻池組 大阪市中央区北久宝寺町３丁目６番１号 9,110 33.99

テクノエンジニアリング 
株式会社

兵庫県西宮市松原町４番５号 2,360 8.81

新井組共栄会 兵庫県西宮市池田町12番20号 857 3.20

ゴールドマン・サックス・ジャ
パン・リミテッド

東京都港区六本木６丁目10番１号 830 3.10

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 817 3.05

新井組従業員持株会 兵庫県西宮市池田町12番20号 610 2.28

新井組新友会 兵庫県西宮市池田町12番20号 577 2.16

株式会社みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 283 1.06

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 275 1.02

石橋産業株式会社 東京都目黒区下目黒２丁目23番18号 260 0.97

計 ― 15,983 59.64



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が34,500株(議決権345個)含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)における市場相場を記載しました。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

326,700
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,355,200
263,552 同上

単元未満株式
普通株式

118,131
― 同上

発行済株式総数 26,800,031 ― ―

総株主の議決権 ― 263,552 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱新井組

兵庫県西宮市池田町 
12番20号

326,700 ― 326,700 1.22

計 ― 326,700 ― 326,700 1.22

月別
平成18年 
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 287 280 265 290 245 223

最低(円) 225 196 229 227 201 163



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令

第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

また、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年

６月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については中央青山監査法人により、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18

年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)の中間連結財務諸表

及び中間財務諸表についてはみすず監査法人及び監査法人はるかにより中間監査を受けております。 

なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付で法人名を「みすず監査法人」に変更しました。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金預金 2,673 1,871 2,546

受取手形・完成 
工事未収入金等

※３ 34,155 36,214 34,979

有価証券 0 ― ―

未成工事支出金等 789 754 922

販売用不動産 ※２ 1,526 1,402 1,512

短期貸付金 0 ― 0

前払費用 287 474 357

その他 2,593 2,010 2,575

貸倒引当金 △259 △465 △536

流動資産合計 41,766 84.3 42,262 86.0 42,357 85.8

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物・構築物 ※２ 1,951 1,864 1,871

機械・運搬具・ 
工具器具備品

757 731 732

土地 ※２ 1,950 1,707 1,728

減価償却累計額 △1,584 3,075 △1,611 2,692 △1,579 2,753

２ 無形固定資産 163 111 126

３ 投資その他の資産

投資有価証券 ※２ 991 965 1,032

長期貸付金 119 104 131

繰延税金資産 1,511 1,478 1,451

その他 2,398 1,571 2,031

貸倒引当金 △510 4,511 △56 4,063 △493 4,153

固定資産合計 7,750 15.7 6,867 14.0 7,034 14.2

資産合計 49,517 100.0 49,130 100.0 49,391 100.0



前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形・ 
工事未払金等

※３ 26,216 27,501 27,501

短期借入金 ※２ 17,672 14,202 14,653

未払費用 6 5 4

未成工事受入金 580 310 468

完成工事補償引当金 199 228 396

賞与引当金 24 36 23

その他 2,431 2,214 3,689

流動負債合計 47,131 95.2 44,499 90.6 46,736 94.6

Ⅱ 固定負債

新株予約権付社債 ― 1,400 ―

長期借入金 ※２ 109 279 86

退職給付引当金 747 894 789

役員退職引当金 48 60 53

その他 16 ― ―

固定負債合計 923 1.8 2,634 5.3 930 1.9

負債合計 48,054 97.0 47,133 95.9 47,666 96.5

(少数株主持分)

少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 582 1.2 ― ― 582 1.2

Ⅱ 資本剰余金 282 0.6 ― ― 282 0.6

Ⅲ 利益剰余金 460 0.9 ― ― 633 1.3

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金

140 0.3 ― ― 228 0.4

Ⅴ 自己株式 ※２ △1 △0.0 ― ― △2 △0.0

資本合計 1,463 3.0 ― ― 1,724 3.5

負債、少数株主持分 
及び資本合計

49,517 100.0 ― ― 49,391 100.0



  
前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 582 1.2

２ 資本剰余金 380 0.8

３ 利益剰余金 846 1.7

４ 自己株式 ※２ △1 △0.0

株主資本合計 1,808 3.7

Ⅱ 評価・換算差額等

その他有価証券 
評価差額金

188 0.4

評価・換算差額等 
合計

188 0.4

純資産合計 1,996 4.1

負債純資産合計 49,130 100.0



② 【中間連結損益計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

完成工事高 33,482 34,470 66,486

不動産事業等売上高 70 33,552 100.0 68 34,538 100.0 126 66,613 100.0

Ⅱ 売上原価

完成工事原価 31,217 32,575 61,766

不動産事業等 
売上原価

60 31,278 93.2 55 32,631 94.5 128 61,894 92.9

売上総利益

完成工事総利益 2,264 1,894 4,720

不動産事業等 
売上総利益

9 12 ―

不動産事業等 
売上総損失

― 2,274 6.8 ― 1,906 5.5 2 4,718 7.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,485 4.4 1,379 4.0 2,944 4.4

営業利益 788 2.4 527 1.5 1,773 2.7

Ⅳ 営業外収益

受取利息 0 1 41

受取配当金 4 5 6

消費税等還付加算金 11 ― 11

雑収入 24 41 0.1 3 10 0.0 48 107 0.1

Ⅴ 営業外費用

支払利息 217 192 427

手形売却損 45 14 73

雑支出 11 274 0.8 7 214 0.6 15 516 0.8

経常利益 555 1.7 323 0.9 1,365 2.0

Ⅵ 特別利益

前期損益修正益 ※２ 41 126 90

固定資産売却益 ※３ 35 76 0.2 ― 126 0.4 154 245 0.4

Ⅶ 特別損失

前期損益修正損 ※４ 495 55 684

販売用不動産評価損 ― 105 ―

減損損失 ※５ ― 20 ―

割増退職金 5 ― 27

貸倒引当金繰入額 ― ― 369

貸倒損失 ― 15 31

その他 ※６ 50 551 1.7 19 216 0.6 210 1,323 2.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益

80 0.2 233 0.7 287 0.4

法人税、住民税 
及び事業税

17 17 0.0 20 20 0.1 50 50 0.0

中間(当期)純利益 62 0.2 212 0.6 236 0.4



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 282 282

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高

282 282

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 397 397

Ⅱ 利益剰余金増加高

中間(当期)純利益 62 62 236 236

Ⅲ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高

460 633



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高 
(百万円)

582 282 633 △2 1,496

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行 0 0 0

中間純利益 212 212

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 98 1 99

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

0 98 212 1 312

平成18年６月30日残高 
(百万円)

582 380 846 △1 1,808

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成17年12月31日残高 
(百万円)

228 228 1,724

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行 0

中間純利益 212

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 99

株主資本以外の項目の中間 
連結会計期間中の変動額(純額)

△40 △40 △40

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△40 △40 271

平成18年６月30日残高 
(百万円)

188 188 1,996



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）
純利益

80 233 287

減価償却費 80 51 162

減損損失 ― 20 ―

貸倒引当金の増減額 
（減少：△）

△65 △485 195

退職給付引当金の増加額 104 105 146

受取利息及び受取配当金 △5 △6 △47

支払利息 217 192 427

販売用不動産評価損 ― 105 ―

投資有価証券売却益 △15 ― △119

有形固定資産廃棄損 40 0 42

有形固定資産売却益 △19 ― △33

有形固定資産売却損 ― 4 124

未払消費税等の増減額 
（減少：△）

2 △96 104

未収消費税等の減少額 545 ― 545

売上債権の増減額 
（増加：△）

1,463 △1,204 668

たな卸資産の減少額 199 172 79

仕入債務の増減額 
（減少：△）

955 △0 2,241

未成工事受入金の増減額 
（減少：△）

175 △157 63

未収入金の増減額 
（増加：△）

△764 459 △700

預り金の増減額 
（減少：△）

― △331 564

その他 △221 △763 741

小計 2,773 △1,700 5,494

利息及び配当金の受取額 5 6 47

利息の支払額 △212 △195 △419

法人税等の支払額 △30 △31 △43

営業活動による 
キャッシュ・フロー

2,536 △1,920 5,078



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー

有価証券の売却による収入 ― ― 0

有形固定資産の取得による
支出

△53 △3 △58

有形固定資産の売却による
収入

58 2 229

投資有価証券の取得による
支出

△1 ― △2

投資有価証券の売却による
収入

24 ― 239

貸付けによる支出 △13 △13 △38

貸付金の回収による収入 16 16 30

その他 52 1 55

投資活動による 
キャッシュ・フロー

83 4 456

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー

短期借入金純減少額 △1,818 △573 △4,839

長期借入れによる収入 ― 368 ―

長期借入金の返済による支
出

△21 △53 △43

社債の発行による収入 ― 1,500 ―

自己株式の取得による支出 △0 △0 △0

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△1,840 1,240 △4,883

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額

― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
（減少：△）

779 △675 652

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高

1,893 2,546 1,893

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高

2,673 1,871 2,546



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項
 
連結子会社数 １社

連結子会社名

㈱建創

同左 同左

主要な非連結子会社名 

該当なし。

同左 同左

２ 持分法の適用に関

する事項

非連結子会社及び関連会

社がないため、該当事項は

ありません。

同左 同左

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

連結子会社の中間決算日

は中間連結財務諸表提出会

社と同一であります。

同左 連結子会社の事業年度は

連結財務諸表提出会社と同

一であります。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定)

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

 時価のないもの

移動平均法による原価

法

 時価のないもの

同左

 時価のないもの

同左

たな卸資産

①販売用不動産

個別法による原価法

たな卸資産

①販売用不動産

同左

たな卸資産

①販売用不動産

同左

②未成工事支出金等(未成

工事支出金)

個別法による原価法

②未成工事支出金等(未成

工事支出金)

同左

②未成工事支出金等(未成

工事支出金)

同左

③未成工事支出金等(材料

貯蔵品)

移動平均法による原価

法

③未成工事支出金等(材料

貯蔵品)

同左

③未成工事支出金等(材料

貯蔵品)

同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

有形固定資産

定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物(附属設備を除く)につ

いては定額法)によってお

ります。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。

有形固定資産

同左

有形固定資産

同左

無形固定資産

定額法によっておりま

す。 

 ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっ

ております。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の

計上基準

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保

の費用に充てるため、過年

度の実績を基礎に将来の補

償見込を加味して計上する

方法によっております。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

同左

賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与に充てるため、支給見

込額基準により計上する方

法によっております。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

 なお、会計基準変更時差

異は、15年による均等額を

費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異は、15年による均等額を

費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。

役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く当中間連結会計期間末要

支給額の100％を計上して

おります。

役員退職引当金

同左

役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額の100％を

計上しております。

(4) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(5) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

①完成工事高の計上基準

完成工事高の計上基準

は、工事進行基準によって

おります。

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、31,519百

万円であります。

①完成工事高の計上基準

同左 

 

 

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、32,549百

万円であります。

①完成工事高の計上基準

同左 

 

 

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、62,648百

万円であります。

②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

②消費税等の会計処理

同左

②消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結（連結）

キャッシュ・フロ

ー計算書における

資金の範囲

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなります。

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなります。



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより税金等調整前中間純利

益は、20百万円減少しております。

―――――

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,996百万円であ

ります。

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

―――――

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間において営業外費用の「雑支

出」に含めて表示しておりました「手形売却損」は、

当中間連結会計期間において営業外費用の総額の100分

の10を超えたため、区分掲記しました。

なお、前中間連結会計期間の「手形売却損」は0百万

円であります。

―――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日)

前連結会計年度末 

(平成17年12月31日)

 
１ 受取手形割引高 199百万円

 
１ 受取手形割引高 781百万円 １ 受取手形割引高 622百万円

※２ 担保の状況

担保付債務

短期借入金 6,163百万円

(うち１年以内返済
予定長期借入金)

(44百万円)

長期借入金 109百万円

※２ 担保の状況

担保付債務

短期借入金 5,294百万円

(うち１年以内返済
予定長期借入金)

(168百万円)

長期借入金 279百万円

※２ 担保の状況

担保付債務

短期借入金 5,593百万円

(うち１年以内返済
予定長期借入金)

(46百万円)

長期借入金 86百万円

担保提供資産

販売用不動産 1,057百万円

建物 863百万円

土地 1,876百万円

投資有価証券 421百万円

計 4,220百万円

担保提供資産

販売用不動産 1,043百万円

建物 762百万円

土地 1,660百万円

投資有価証券 464百万円

計 3,930百万円

担保提供資産

販売用不動産 1,043百万円

建物 786百万円

土地 1,673百万円

投資有価証券 547百万円

計 4,050百万円

なお、当中間連結会計期間末の自

己株式(819,839株)には、無償で取得

した807,450株を含んでおり、当該自

己株式のうち807,400株は借入金の担

保に供しております。

なお、当中間連結会計期間末の自

己株式(326,797株)のうち7,400株は

借入金の担保に供しております。

なお、当連結会計年度末の自己株

式(821,252株)には、無償で取得した

807,450株を含んでおり、当該自己株

式のうち807,400株は借入金の担保に

供しております。

――――― ――――― ※３ 連結会計年度末日満期手形の処理

連結会計年度末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済処理し

ております。当連結会計年度末日は金

融機関が休日のため、次の連結会計年

度末日満期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。

受取手形 5百万円

支払手形 440百万円

 

４ 偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社の手付金等保証

に対して連帯保証を行っております。

㈱ダイドーサービス 322百万円

ニチモ㈱・㈱アゼル 278百万円

昭和住宅㈱ 17百万円

計 618百万円
 

４ 偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社の手付金等保証

に対して連帯保証を行っております。

㈱ダイドーサービス 382百万円

和田興産㈱ 103百万円

計 486百万円

４ 偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社の手付金等保証

に対して連帯保証を行っております。

ニチモ㈱・㈱アゼル 281百万円

㈱ダイドーサービス 251百万円

和田興産㈱ 31百万円

昭和住宅㈱ 25百万円

計 589百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額

従業員給料手当 537百万円

退職給付引当金 
繰入額

77百万円

地代家賃 165百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額

従業員給料手当 462百万円

退職給付引当金
繰入額

68百万円

地代家賃 151百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額

従業員給料手当 1,083百万円

退職給付引当金 
繰入額

150百万円

地代家賃 321百万円

 

※２ 前期損益修正益の内訳

貸倒引当金戻入 20百万円

工事未払金計上差額 9百万円

その他 10百万円

計 41百万円
 

※２ 前期損益修正益の内訳

貸倒引当金戻入 110百万円

その他 15百万円

計 126百万円

※２ 前期損益修正益の内訳

貸倒引当金戻入 29百万円

労災保険料還付金 11百万円

未払金計上差額 38百万円

その他 11百万円

計 90百万円

 

※３ 固定資産売却益の内訳

土地売却益 19百万円

投資有価証券売却益 15百万円

計 35百万円

――――― ※３ 固定資産売却益の内訳

投資有価証券売却益 119百万円

土地売却益 33百万円

その他 2百万円

計 154百万円

 

※４ 前期損益修正損の内訳

受注計上差額 311百万円

工事未払金計上差額 163百万円

その他 20百万円

計 495百万円

 

※４ 前期損益修正損の内訳

工事未払金計上差額 24百万円

その他 30百万円

計 55百万円

※４ 前期損益修正損の内訳

受注計上差額 323百万円

工事未払金計上差額 183百万円

手直し費用 131百万円

その他 45百万円

計 684百万円

―――――

 

※５ 減損損失

当社グループは、以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 件数

遊休資産 土地 東京都渋谷区 １件

処分予定 
資産

土地 兵庫県伊丹市 １件

減損損失を認識した遊休資産及び処分

予定資産については、それぞれ個別の物

件毎にグルーピングしております。

近年の著しい地価の下落により、上記

の資産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（20百万

円）として特別損失に計上しました。

なお、当該資産の回収可能価額は、正

味売却価額により測定しております。正

味売却価額は、当該資産の重要性が乏し

いため、路線価に基づき算定しておりま

す。

―――――

 

※６ 特別損失の「その他」の内訳

固定資産廃棄損 40百万円

その他 9百万円

計 50百万円
 

※６ 特別損失の「その他」の内訳

建物売却損 4百万円

その他 15百万円

計 19百万円

※６ 特別損失の「その他」の内訳

土地売却損 84百万円

建物売却損 39百万円

固定資産廃棄損 42百万円

リゾートマンション 
会員権売却損

13百万円

仮設資材廃棄損等 5百万円

その他 24百万円

計 210百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１．発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使請求による増加 31株 

  

２．自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取による増加 1,545株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使請求による減少 496,000株 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 （株） 26,800,000 31 ― 26,800,031

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 （株） 821,252 1,545 496,000 326,797

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

 

(平成17年６月30日現在)

現金預金勘定 2,673百万円

現金及び現金同等物 2,673百万円

  

(平成18年６月30日現在)

現金預金勘定 1,871百万円

現金及び現金同等物 1,871百万円

  

(平成17年12月31日現在)

現金預金勘定 2,546百万円

現金及び現金同等物 2,546百万円

――――― ２ 重要な非資金取引の内容

新株予約権付社債に付された新

株予約権の行使

新株予約権の行使によ
る資本金増加額

0百万円

新株予約権の行使によ
る資本剰余金増加額

98百万円

新株予約権の行使によ
る自己株式の減少額

1百万円

新株予約権の行使によ
る新株予約権付社債の
減少額

100百万円

―――――



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残 高 
相当額 
(百万円)

機械装置・ 
車両運搬具

7 3 4

工具器具・ 
備品

119 92 27

その他 13 2 11

合計 141 98 42

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

 

取得価額 
相当額 
 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残 高 
相当額 
(百万円)

車両運搬具 13 6 6

工具器具・ 
備品

29 18 10

その他 13 5 8

合計 56 29 26

同左
 

取得価額 
相当額 
 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
 

(百万円)

機械装置・ 
車両運搬具

13 5 8

工具器具・ 
備品

53 37 15

その他 13 3 9

合計 79 46 33

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

②未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 20百万円

１年超 21百万円

計 42百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

 

②未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 9百万円

１年超 16百万円

計 26百万円

同左
 

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 12百万円

１年超 21百万円

計 33百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しており

ます。

 

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 16百万円

減価償却費相当額 16百万円
 

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円
 

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

④減価償却費相当額の算定方法

同左

――――― (減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はな

いため、項目等の記載は省略しておりま

す。

―――――



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結（連結）貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。 
  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション、自社株式オプション又は自社の株式の付与又は交付関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

種類

前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年６月30日）

前連結会計年度末 
（平成17年12月31日）

 
取得原価 
 

(百万円)

中間連結 
貸借対照 
表計上額 
(百万円)

 
差額 
 

(百万円)

取得原価
 

(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額 
 

(百万円)

取得原価
 

(百万円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

 
差額 
 

(百万円)

(1)株式 286 522 235 178 495 316 178 563 384

(2)債券

国債・地方債等 0 0 ― ― ― ― ― ― ―

合計 287 523 235 178 495 316 178 563 384

種類
前中間連結会計期間末
（平成17年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年６月30日）

前連結会計年度末 
（平成17年12月31日）

非上場株式 （百万円） 469 469 469



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えてい

るため、中間連結財務諸表規則様式第一号(記載上の注意10)に基づき、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しました。 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えてい

るため、中間連結財務諸表規則様式第一号(記載上の注意10)に基づき、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しました。 
  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事業の

割合がいずれも90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第一号(記載上の注意13)に基づき、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しました。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 
  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

海外売上高はありません。 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

海外売上高はありません。 
  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

海外売上高はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

１. １株当たり純資産額 

   
２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 56.32円 １株当たり純資産額 75.43円 １株当たり純資産額 66.40円

１株当たり中間純利益 2.42円 １株当たり中間純利益 8.15円 １株当たり当期純利益 9.10円

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
ないため記載しておりません。

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 7.21円

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
ないため記載しておりません。

項目
前中間連結会計期間末
（平成17年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年６月30日）

前連結会計年度末
（平成17年12月31日）

中間連結貸借対照表の 
純資産の部の合計額

(百万円) ― 1,996 ―

普通株式に係る純資産額 (百万円) ― 1,996 ―

普通株式の発行済株式数 (千株) ― 26,800 ―

普通株式の自己株式数 (千株) ― 326 ―

１株当たり純資産の算定に 
用いられた普通株式の数

(千株) ― 26,473 ―

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

中間連結損益計算書上の 
中間(当期)純利益

(百万円) 62 212 236

普通株式に係る 
中間(当期)純利益

(百万円) 62 212 236

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 25,980 26,119 25,980

中間(当期)純利益調整額 (百万円) ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に用いられた普通株式増
加数の内訳

新株予約権付社債 (千株) ― 3,385 ―

普通株式増加数 (千株) ― 3,385 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益の
算定に含まれなかった潜在株式の概要

― ― ―



(重要な後発事象) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

――――― 重要な資産の譲渡

当社は、従来から必要性の薄れた

資産については積極的に売却を進め

て、財務体質の健全化を図っており

ますが、この度その一環として、平

成18年７月14日付で下記の土地建物

を譲渡しました。

(1) 譲渡資産の内容 

土地 241.83㎡

建物 鉄骨鉄筋コンクリー 

ト造４階部分(持分10 

分の７)1,685.40㎡

(2) 所在地 

大阪府東大阪市長堂１丁目

885番地

(3) 帳簿価額 

449百万円

(4) 譲渡価額 

590百万円

(5) 譲渡資産の現況 

賃貸ビル

(6) 譲渡先 

東大阪再開発株式会社

(7) 連結損益に与える影響 

 上記の固定資産譲渡により、

特別利益「固定資産売却益」

136百万円を平成18年12月期連

結決算に計上します。

平成18年３月10日開催の当社取締

役会において、第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債の発行を決議

しました。

(1) 発行総額：1,500百万円

(2) 発行価額：額面100円につき金 

100円 

（各社債額面金額50

百万円）

(3) 募集方法：第三者割当の方法に

より全額を新光証券

株式会社に割当て

る。

(4) 償還価額：額面100円につき金 

100円

(5) 利  率：利息は付さない。

(6) 償還期限：平成20年３月27日

(7) 払込期日及び発効日： 

平成18年３月27日

(8) 資金用途：運転資金に充当する

ため。

(9) 担保又は保証：なし。

(10) 発行する新株予約権の総数： 

30個

(11) 新株予約権の行使請求期間： 

 平成18年３月28日から平成20

年３月26日まで（本社債の繰上

償還の場合には、当該償還日の

前銀行営業日まで）

(12) 新株予約権の行使に際して払込

をなすべき額及び資本組入額：

① 新株予約権１個の行使に際し

て払込をなすべき額は、社債の

発行価額と同額とする。

② 新株予約権の行使に際して払

込をなすべき１株当たりの額

は、当初243円とする。 

 なお、商法第341条ノ３第１

項第７号及び第８号により、本

新株予約権を行使するときに

は、本社債の全額の償還に代え

て当該本新株予約権の行使に際

して払込をなすべき額の全額の

払込があったものとみなす。

③ 新株予約権の行使により発行

する１株の資本組入額は１株の

発行価格に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数

が生ずる場合は、その端数を切

り上げるものとする。



 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(13) 繰上償還条項： 

 当社が株式交換又は株式移転

により他の会社の完全子会社と

なることを当社の株主総会で決

議した場合等、一定の場合につ

いて繰上償還が可能。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金預金 2,593 1,462 2,122

受取手形 ※５ 478 187 1,215

完成工事未収入金 33,538 35,776 33,559

販売用不動産 ※２ 1,526 1,402 1,512

未成工事支出金 199 208 365

短期貸付金 0 ― 0

その他 3,493 3,029 3,509

貸倒引当金 △258 △427 △505

流動資産合計 41,572 84.1 41,639 85.6 41,779 85.4

Ⅱ 固定資産

有形固定資産

土地 ※２ 1,898 1,662 1,683

その他 ※1,2 1,089 959 991

有形固定資産計 2,988 2,622 2,675

無形固定資産 122 70 85

投資その他の資産

繰延税金資産 1,511 1,478 1,451

その他 ※２ 3,748 2,879 3,434

貸倒引当金 △510 △56 △493

投資その他の 
資産計

4,750 4,301 4,392

固定資産合計 7,860 15.9 6,994 14.4 7,152 14.6

資産合計 49,432 100.0 48,633 100.0 48,932 100.0



 

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形 ※５ 9,881 10,300 10,278

工事未払金 16,136 16,636 16,680

短期借入金 ※２ 17,672 14,202 14,653

未払法人税等 27 53 76

未成工事受入金 580 310 468

完成工事補償引当金 199 228 396

賞与引当金 24 36 23

その他 ※６ 2,405 2,138 3,592

流動負債合計 46,927 94.9 43,905 90.3 46,168 94.4

Ⅱ 固定負債

新株予約権付社債 ― 1,400 ―

長期借入金 ※２ 109 279 86

退職給付引当金 747 894 789

役員退職引当金 48 60 53

固定負債合計 906 1.9 2,634 5.4 930 1.9

負債合計 47,833 96.8 46,539 95.7 47,098 96.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 582 1.2 ― ― 582 1.2

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 282 ― 282

資本剰余金合計 282 0.5 ― ― 282 0.5

Ⅲ 利益剰余金

１ 任意積立金 183 ― 183

２ 中間(当期) 
未処分利益

412 ― 558

利益剰余金合計 596 1.2 ― ― 742 1.5

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金

140 0.3 ― ― 228 0.5

Ⅴ 自己株式 ※２ △1 △0.0 ― ― △2 △0.0

資本合計 1,598 3.2 ― ― 1,833 3.7

負債資本合計 49,432 100.0 ― ― 48,932 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 582 1.2

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金 282

(2) その他資本剰余金 98

資本剰余金合計 380 0.8

３ 利益剰余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積 
立金

183

繰越利益剰余金 760

利益剰余金合計 944 1.9

４ 自己株式 ※２ △1 △0.0

株主資本合計 1,906 3.9

Ⅱ 評価・換算差額等

その他有価証券 
評価差額金

188 0.4

評価・換算差額等 
合計

188 0.4

純資産合計 2,094 4.3

負債純資産合計 48,633 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

完成工事高 33,284 34,132 66,085

不動産事業等売上高 62 33,347 100.0 63 34,196 100.0 112 66,197 100.0

Ⅱ 売上原価

完成工事原価 31,071 32,306 61,498

不動産事業等 
売上原価

55 31,126 93.4 51 32,357 94.6 119 61,617 93.1

売上総利益

完成工事総利益 2,213 1,826 4,586

不動産事業等売上総 
利益

7 12 ―

不動産事業等売上総 
損失

― 2,220 6.6 ― 1,839 5.4 6 4,580 6.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,440 4.3 1,331 3.9 2,856 4.3

営業利益 780 2.3 507 1.5 1,723 2.6

Ⅳ 営業外収益

受取利息 0 0 40

その他 40 41 0.1 9 9 0.0 65 105 0.2

Ⅴ 営業外費用

支払利息 217 192 427

その他 57 274 0.8 21 214 0.6 88 516 0.8

経常利益 546 1.6 302 0.9 1,313 2.0

Ⅵ 特別利益 ※１ 74 0.2 126 0.3 229 0.4

Ⅶ 特別損失

前期損益修正損 ※２ 492 55 682

固定資産売却損 ※３ ― ― 137

販売用不動産評価損 ― 105 ―

減損損失 ※４ ― 20 ―

割増退職金 5 ― 27

貸倒引当金繰入額 ― ― 339

貸倒損失 ― 10 31

その他 ※５ 50 549 1.6 15 206 0.6 72 1,291 2.0

税引前中間(当期) 
純利益

71 0.2 221 0.6 251 0.4

法人税、住民税 
及び事業税

17 17 0.0 20 20 0.0 50 50 0.1

中間(当期)純利益 54 0.2 201 0.6 201 0.3

前期繰越利益 357 357

中間(当期) 
未処分利益

412 558



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 
  

 
  

 
  

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高 
(百万円)

582 282 ― 282

中間会計期間中の変動額

新株の発行 0 0 0

自己株式の処分 98 98

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

0 0 98 98

平成18年６月30日残高 
(百万円)

582 282 98 380

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産圧縮 

積立金
繰越利益
剰余金

平成17年12月31日残高 
(百万円)

183 558 742 △2 1,604

中間会計期間中の変動額

新株の発行 0

中間純利益 201 201 201

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 1 99

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 201 201 1 301

平成18年６月30日残高 
(百万円)

183 760 944 △1 1,906

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高 
(百万円)

228 228 1,833

中間会計期間中の変動額

新株の発行 0

中間純利益 201

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 99

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)

△40 △40 △40

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△40 △40 261

平成18年６月30日残高 
(百万円)

188 188 2,094



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

有価証券

①子会社株式 

 移動平均法による原価

法

有価証券

①子会社株式

同左

有価証券

①子会社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)

②その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価

法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産

①販売用不動産

個別法による原価法

①販売用不動産

同左

①販売用不動産

同左

②未成工事支出金

個別法による原価法

②未成工事支出金

同左

②未成工事支出金

同左

③材料貯蔵品

移動平均法による原価

法

③材料貯蔵品

同左

③材料貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産

定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物(附属設備を除く)につ

いては定額法)によってお

ります。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。

有形固定資産

同左

有形固定資産

同左

無形固定資産

定額法によっておりま

す。 

 ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっ

ております。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左



前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保

の費用に充てるため、過年

度の実績を基礎に将来の補

償見込を加味して計上する

方法によっております。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

同左

賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与に充てるため、支給見

込額基準により計上する方

法によっております。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異は、15年による均等額を

費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理すること

としております。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差

異は、15年による均等額を

費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理すること

としております。

役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間会計期間末要支給額

の100％を計上しておりま

す。

役員退職引当金

同左

役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額の100％を

計上しております。



 
  

  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

①完成工事高の計上基準

完成工事高の計上基準

は、工事進行基準によって

おります。

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、31,496百

万円であります。

①完成工事高の計上基準

同左 

 

 

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、32,523百

万円であります。

①完成工事高の計上基準

同左 

 

 

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、62,573百

万円であります。

②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

②消費税等の会計処理

同左

②消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益は、

20百万円減少しております。

―――――

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,094百万円であ

ります。

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

―――――



次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日)

前事業年度末 

(平成17年12月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

1,543百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

1,570百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

1,536百万円

※２ 担保資産

下記の資産は長期借入金109百万円及

び短期借入金6,163百万円の担保に供し

ております。

販売用不動産 1,057百万円

建物 863百万円

土地 1,876百万円

投資有価証券 421百万円

計 4,220百万円

※２ 担保資産

下記の資産は長期借入金279百万円及

び短期借入金5,294百万円の担保に供し

ております。

販売用不動産 1,043百万円

建物 762百万円

土地 1,660百万円

投資有価証券 464百万円

計 3,930百万円

※２ 担保資産

下記の資産は長期借入金86百万円及

び短期借入金5,593百万円の担保に供し

ております。

販売用不動産 1,043百万円

建物 786百万円

土地 1,673百万円

投資有価証券 547百万円

計 4,050百万円

なお、中間期末の自己株式(819,839

株)には、無償で取得した807,450株を

含んでおり、当該自己株式のうち

807,400株は借入金の担保に供しており

ます。

なお、中間期末の自己株式(326,797

株)のうち7,400株は借入金の担保に供

しております。

なお、期末の自己株式(821,252株)に

は、無償で取得した807,450株を含んで

おり、当該自己株式のうち807,400株は

借入金の担保に供しております。

 

３ 偶発債務(保証債務)

下記の会社の手付金等保証に対して

連帯保証を行っております。

㈱ダイドーサービス 322百万円

ニチモ㈱・ 
㈱アゼル

278百万円

昭和住宅㈱ 17百万円

計 618百万円

 

３ 偶発債務(保証債務)

下記の会社の手付金等保証に対して

連帯保証を行っております。

㈱ダイドーサービス 382百万円

和田興産㈱ 103百万円

計 486百万円

３ 偶発債務(保証債務)

下記の会社の手付金等保証に対して

連帯保証を行っております。

ニチモ㈱・
㈱アゼル

281百万円

㈱ダイドーサービス 251百万円

和田興産㈱ 31百万円

昭和住宅㈱ 25百万円

計 589百万円

 
４ 受取手形割引高 199百万円

 
４ 受取手形割引高 781百万円 ４ 受取手形割引高 622百万円

――――― ――――― ※５ 期末日満期手形の処理

期末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理しておりま

す。当期末日は、金融機関が休日のた

め、次の期末日満期手形が、期末残高

に含まれております。

受取手形 5百万円

支払手形 439百万円

※６ 仮払消費税等と仮受消費税等とを相

殺し、流動負債の「その他」で表示し

ております。

※６      同左 ―――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

※１ 特別利益の内訳

貸倒引当金戻入 19百万円

工事未払金計上差額 9百万円

土地売却益 19百万円

投資有価証券売却益 15百万円

その他 10百万円

計 74百万円

 

※１ 特別利益の内訳

貸倒引当金戻入 111百万円

その他 14百万円

計 126百万円

※１ 特別利益の内訳

貸倒引当金戻入 27百万円

労災保険料還付金 11百万円

未払金計上差額 37百万円

固定資産売却益

土地売却益 19百万円

投資有価証券売却
益

119百万円

その他 2百万円

その他 11百万円

計 229百万円

 

※２ 前期損益修正損の内訳

受注計上差額 311百万円

工事未払金計上差額 163百万円

その他 17百万円

計 492百万円

※２ 前期損益修正損の内訳

工事未払金計上差額 24百万円

その他 30百万円

計 55百万円

※２ 前期損益修正損の内訳

受注計上差額 321百万円

工事未払金計上差額 183百万円

手直し費用 131百万円

その他 45百万円

計 682百万円

――――― ――――― ※３ 固定資産売却損の内訳

土地売却損 84百万円

建物売却損 39百万円

その他 13百万円

計 137百万円

―――――

 

※４ 減損損失

当社は、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 件数

遊休資産 土地 東京都渋谷区 １件

処分予定 
資産

土地 兵庫県伊丹市 １件

減損損失を認識した遊休資産及び処分

予定資産については、それぞれ個別の物

件毎にグルーピングしております。

近年の著しい地価の下落により、上記

の資産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（20百万

円）として特別損失に計上しました。

なお、当該資産の回収可能価額は、正

味売却価額により測定しております。正

味売却価額は、当該資産の重要性が乏し

いため、路線価に基づき算定しておりま

す。

―――――

 

※５ 特別損失の「その他」の内訳

固定資産廃棄損 40百万円

その他 9百万円

計 50百万円

――――― ※５ 特別損失の「その他」の内訳

固定資産廃棄損 42百万円

仮設資材廃棄損等 5百万円

その他 24百万円

計 72百万円

 

６ 減価償却実施額

有形固定資産 41百万円

無形固定資産 38百万円
 

６ 減価償却実施額

有形固定資産 35百万円

無形固定資産 15百万円

６ 減価償却実施額

有形固定資産 80百万円

無形固定資産 76百万円



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取による増加 1,545株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使請求による減少 496,000株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 （株） 821,252 1,545 496,000 326,797



前へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成17年６月30日）及び当中間会計期間末（平成18年６月30日）並びに前事業年

度末（平成17年12月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残 高 
相当額 
(百万円)

機械装置・ 
車両運搬具

7 3 4

工具器具・ 
備品

119 92 27

その他 8 1 6

合計 135 97 37

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

 

取得価額 
相当額 
 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残 高 
相当額 
(百万円)

車両運搬具 13 6 6

工具器具・ 
備品

29 18 10

その他 8 3 4

合計 50 27 22

同左
 

取得価額 
相当額 
 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
 

(百万円)

機械装置・ 
車両運搬具

13 5 8

工具器具・ 
備品

53 37 15

その他 8 2 5

合計 74 44 29

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

②未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 19百万円

１年超 18百万円

計 37百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

 

②未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 8百万円

１年超 14百万円

計 22百万円

同左
 

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 11百万円

１年超 17百万円

計 29百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しており

ます。

 

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 15百万円

減価償却費相当額 15百万円
 

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 6百万円
 

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 29百万円

減価償却費相当額 29百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

④減価償却費相当額の算定方法

同左

――――― (減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はな

いため、項目等の記載は省略しておりま

す。

―――――



(重要な後発事象) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

――――― 重要な資産の譲渡

当社は、従来から必要性の薄れた

資産については積極的に売却を進め

て、財務体質の健全化を図っており

ますが、この度その一環として、平

成18年７月14日付で下記の土地建物

を譲渡しました。

(1) 譲渡資産の内容 

土地 241.83㎡

建物 鉄骨鉄筋コンクリー 

ト造４階部分(持分10 

分の７)1,685.40㎡

(2) 所在地 

大阪府東大阪市長堂１丁目

885番地

(3) 帳簿価額 

449百万円

(4) 譲渡価額 

590百万円

(5) 譲渡資産の現況 

賃貸ビル

(6) 譲渡先 

東大阪再開発株式会社

(7) 損益に与える影響 

 上記の固定資産譲渡により、

特別利益「固定資産売却益」

136百万円を平成18年12月期決

算に計上します。

平成18年３月10日開催の当社取締

役会において、第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債の発行を決議

しました。

(1) 発行総額：1,500百万円

(2) 発行価額：額面100円につき金 

100円 

（各社債額面金額50

百万円）

(3) 募集方法：第三者割当の方法に

より全額を新光証券

株式会社に割当て

る。

(4) 償還価額：額面100円につき金 

100円

(5) 利  率：利息は付さない。

(6) 償還期限：平成20年３月27日

(7) 払込期日及び発効日： 

平成18年３月27日

(8) 資金用途：運転資金に充当する

ため。

(9) 担保又は保証：なし。

(10) 発行する新株予約権の総数： 

30個

(11) 新株予約権の行使請求期間： 

 平成18年３月28日から平成20

年３月26日まで（本社債の繰上

償還の場合には、当該償還日の

前銀行営業日まで）

(12) 新株予約権の行使に際して払込

をなすべき額及び資本組入額：

① 新株予約権１個の行使に際し

て払込をなすべき額は、社債の

発行価額と同額とする。

② 新株予約権の行使に際して払

込をなすべき１株当たりの額

は、当初243円とする。 

 なお、商法第341条ノ３第１

項第７号及び第８号により、本

新株予約権を行使するときに

は、本社債の全額の償還に代え

て当該本新株予約権の行使に際

して払込をなすべき額の全額の

払込があったものとみなす。

③ 新株予約権の行使により発行

する１株の資本組入額は１株の

発行価格に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数

が生ずる場合は、その端数を切

り上げるものとする。



 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(13) 繰上償還条項： 

 当社が株式交換又は株式移転

により他の会社の完全子会社と

なることを当社の株主総会で決

議した場合等、一定の場合につ

いて繰上償還が可能。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券届出書 
及びその添付書類

第１回無担保転換社債型新株予約権付
社債の発行

平成18年３月10日 
近畿財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第66期)

自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日

平成18年３月31日 
近畿財務局長に提出。

(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第12号（財政状態及び経営
成績に著しい影響を与える事象の発
生）及び第19号（連結会社の財政状態
及び経営成績に著しい影響を与える事
象の発生）の規定に基づく臨時報告書

平成18年７月19日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月９日

株 式 会 社 新 井 組 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社新井組の平

成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社新井組及び連結子会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 蔭 山 幸 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 田   茂 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２２日

株 式 会 社 新 井 組 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社新井組の平成１

８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社新井組及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年１

月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 蔭 山 幸 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 田   茂 

      

監 査 法 人 は る か 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 今 澤 光 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 石   実 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月９日

株 式 会 社 新 井 組 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社新井組の平

成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第６６期事業年度の中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社新井組の平成１７年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 蔭 山 幸 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 田   茂 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２２日

株 式 会 社 新 井 組 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社新井組の平成１

８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第６７期事業年度の中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新

井組の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 蔭 山 幸 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 田   茂 

      

監 査 法 人 は る か 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 今 澤 光 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 石   実 
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